
（平成２２年１１月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 17 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 10 件

年金記録確認静岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

静岡厚生年金 事案 1378 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は平成４年

10 月 28 日であると認められることから、申立人の被保険者資格の喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間のうち平成４年６月から同年９月までの期間の標準報酬月額

については、16万円とすることが妥当である。 

また、申立人は、申立期間のうち平成４年 10 月 28 日から同年 12 月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ事業所における上記訂正後の資格喪失日に係

る記録を同年 12 月１日に訂正し、同年 10 月及び同年 11 月の標準報酬月額を

15万円とすることが妥当である。 

なお、事業主は、申立人に係る平成４年 10 月及び同年 11 月の厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年６月 30日から同年 12月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、

申立期間について加入記録が無い旨の回答を得た。平成４年 11 月末まで働

き続けており、毎月の給料からの保険料控除もあったので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、雇用保険の被保険者記録から、申立人がＡ事業所に平成

４年 11月 30日まで継続して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、Ａ事業所は平成４年７月 31 日に厚生年金

保険の適用事業所でなくなっており、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失

日は同年６月 30 日と記録されているが、当該事業所が厚生年金保険の適用事

業所でなくなった日及び申立人の資格喪失日の処理は、同年 10 月 28 日付けで

同年 10 月の定時決定の記録を取り消した上で、遡及
そきゅう

して行われており、ほか



  

の複数の同僚においても同様の処理が行われていることが確認できる。 

また、商業登記簿謄本により、Ａ事業所は、平成４年７月 31 日において法

人の事業所であり、当時の適用事業所としての要件を満たしていたと認められ

ることから、当該適用事業所でなくなったとする処理を行う理由は見当たらな

い。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成４年６月 30 日に資格

を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有

効なものとは認められず、申立人の資格喪失日は、当該遡及
そきゅう

して喪失処理が行

われた同年 10月 28日であると認められる。 

なお、申立期間のうち平成４年６月から同年９月までの期間に係る標準報酬

月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た記録から、16 万円とするこ

とが妥当である。 

申立期間のうち、平成４年 10 月 28 日から同年 12 月１日までの期間につい

ては、同僚の証言及び雇用保険の加入記録により、申立人がＡ事業所において

継続して勤務していたことが認められる上、申立人と同様に同年 11 月 30 日ま

で雇用保険の加入記録がある複数の同僚が所持する給与明細書において、当該

期間に係る厚生年金保険料が控除されていることから判断すると、申立人につ

いても、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められる。 

また、申立期間のうち平成４年 10 月及び同年 11 月の標準報酬月額について

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た同年 10 月の定時決定の記録から、

15万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る平成４年 10 月及び同年 11 月の保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、Ａ事業所が平成４年７月 31 日に厚生年

金保険の適用事業所でなくなる処理を同年 10 月 28 日付けで行っていることか

ら、その結果、社会保険事務所は申立人に係る当該期間の保険料の納入告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に行われ

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

静岡厚生年金 事案 1379 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ協会Ｂ事業所における資格取得日に

係る記録を昭和 50 年９月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 13 万

4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年９月 16日から同年 10月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間

について厚生年金保険の被保険者記録が無いとの回答を得た。 

しかし、Ａ協会内の転勤であり、申立期間はＢ事業所で勤務していたので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出したＡ協会Ｂ事業所への転勤辞令、Ｃ協会（Ａ協会が名称変

更）が提出した就労証明書、雇用保険の被保険者記録及びＣ協会事務担当者の

証言により、申立人は、申立期間においてＡ協会に継続して勤務し（昭和 50

年９月 16 日にＡ協会Ｄ事業所から同協会Ｂ事業所に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ協会Ｂ事業所における昭和

50年 10月のオンライン記録から、13万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は厚生年金保険被保険者資格取得届の資格取得日の記載を昭和

50 年９月 16 日とすべきところ、同年 10 月１日として誤った届出を行ったこ

とを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



  

静岡国民年金 事案 1272                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年２月から 59 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年２月から 59年３月まで 

昭和 54 年に母が他界し、相続した物件の不動産収入があった。そのた

め、大学１年生の時から税金を納付しており、収入等の管理をしてくれて

いた父が私の国民年金の加入手続や保険料の納付もしてくれていたはずで

ある。 

申立期間が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の２年程前に母の他界により家賃収入のある不動産を

相続し、以後、その収入等の管理を行っていた申立人の父が、申立人の国民

年金の加入手続及び保険料の納付も行ってくれていたはずであると述べてい

るところ、その父が申立人の保険料を納付していたことを聞いたことがある

とするのみで、加入手続や保険料の納付が行われたことをうかがわせる具体

的な記憶は無い上、その父も既に他界しており、申立期間当時の状況は不明

である。 

また、申立人は、父から年金手帳を受け取っていないとしている上、申立

人に対して申立期間当時、国民年金手帳記号番号が払い出されたこともうか

がえないことから、国民年金の加入手続が行われたとは考え難く、保険料を

納付することはできなかったとみられる。 

さらに、申立人と同じく父が不動産収入の管理を行っていたとする申立人

の弟も、申立人と同様に 20 歳到達時から就職して厚生年金保険被保険者と

なるまでの間は国民年金には未加入とされているなど、申立人の申立期間の

保険料が納付されていたと推認することは困難である。 

加えて、申立人の父が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資



  

料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1273 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年７月から 59 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年７月から 59年７月まで 

私が昭和 58 年７月に会社を退職した後、市役所から国民年金保険料の

振込用紙が届いた。長女の出産を翌年４月に控え、家計の苦しい中で国民

年金保険料と国民健康保険料を払い続けた記憶があるため、申立期間が未

加入期間とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 58 年７月の会社退職後、市役所で国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料を納付していたと述べているところ、申立人の所持す

る年金手帳には申立期間に係る国民年金の加入記録の記載が無い上、申立人

に対して、国民年金手帳記号番号が払い出されたこともうかがえないことか

ら、申立人が、申立期間当時、国民年金に加入していたことはうかがえない。 

また、申立人と共に国民年金の加入手続を行ったとする申立人の妻の所持

する年金手帳にも申立期間に係る国民年金の加入記録の記載は無く、申立人

の妻に対して申立期間当時、国民年金手帳記号番号が払い出されたこともう

かがえないことから、申立人と同様に、申立期間は国民年金に未加入であっ

たと考えられ、申立人の主張とは相違している。 

さらに、申立人及びその妻はいずれも、申立期間の保険料の納付場所、納

付金額及び納付回数等について明確な記憶は無い。 

加えて、申立人が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1274                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54 年９月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生  

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年９月から 60年３月まで 

私は、母が、私の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったと母から

聞いており、申立期間の保険料が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母が申立人に係る国民年金の加入手続及び国民年金保

険料の納付を行ってくれたと述べているところ、申立人の国民年金手帳記号

番号は、国民年金手帳記号番号払出簿から、昭和 61 年 10 月に払い出された

ことが確認できる上、申立人に対して別の同記号番号が払い出されたことも

うかがえないことから、申立人はこのころ初めて国民年金の加入手続を行い、

54 年９月までさかのぼって国民年金被保険者資格を取得したものとみられる。

このため、上記加入手続を行うまでは、申立人は国民年金に未加入であった

ことになり、申立期間当時、納付書が発行されることは無かったと考えられ

る。 

また、申立人は、申立期間直後の昭和 60 年４月から 61 年３月までの保険

料を 62 年 10 月に過年度納付しているが、その時点では、申立期間の保険料

は既に時効のため、さかのぼって納付することもできなかったと考えられる。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与して

おらず、これらを行ったとする申立人の母は既に他界しており、申立期間の

保険料の納付状況は不明である。 

加えて、申立人の居住する市の電算記録でも申立期間に係る保険料は未納

とされており、オンライン記録との齟齬
そ ご

は無い上、申立人の母が申立期間の

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、日記等）は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1275 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年１月から 58 年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年１月から 58年４月まで 

私は、申立期間は、個人経営の店に勤務していたので社会保険は無かっ

たが、この時期に集中的に歯の治療をした記憶があり、国民健康保険には

加入していたはずである。国民健康保険に加入していれば、当然に国民年

金にも加入し、保険料を納付していたはずなのに、申立期間が未加入とさ

れていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、歯科医で治療を受けた記憶があり、国民健康保

険に加入していたはずであるので、国民年金にも同時に加入していたはずで

あると述べているが、国民健康保険と国民年金とは別制度であり、国民健康

保険に加入していたことをもって、必ずしも国民年金にも加入していたとは

言えないほか、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付方法、納付金額

及び納付場所についても記憶が無いとしており、申立人の主張から、申立人

が申立期間に国民年金に加入し、保険料を納付していたことをうかがい知る

ことは困難である。 

また、申立人が申立期間当時居住した２つの自治体には、いずれも申立人

に係る国民年金の記録は無く、現在居住する市の被保険者名簿及び特殊台帳

（マイクロフィルム）でも、申立期間は未加入期間となっており、オンライ

ン記録との齟齬
そ ご

は無い。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1276 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 56年４月から同年９月まで 

私は、昭和 56 年３月の退職後に国民年金保険料の納付書が届き、市役

所へ出向いて窓口で納付したはずである。厚生年金保険料は給与から天引

きされていたため、年金というものを特に意識していなかったが、この時

初めて自覚した記憶があり、ほかに市役所へ行く用事などは無く記憶が間

違っているとも思えないことから、申立期間が未加入となっていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続について明確な記憶は無いほ

か、通常、加入手続は、加入しようとする本人が行うものであるところ、退

職前の職場が行ってくれたのではないかと述べているなど、不自然な面も見

受けられ、申立期間に係る加入手続が確かに行われたと推認できるまでの事

情は見当たらない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号

番号は昭和 61 年９月 10 日に払い出されており、これ以外に別の同記号番号

が払い出されたこともうかがえないことから、同年同月に払い出された同記

号番号は、オンライン記録上、申立人が同年７月、国民年金第３号被保険者

として初めて国民年金被保険者資格を取得したことに伴い払い出されたもの

とみることができ、申立期間が未加入期間とされていることとの矛盾も無い。 

さらに、申立人は、退職後しばらくしてから国民年金保険料の納付書が郵

送されて来たので、市役所で納付書により納付したと主張しているが、納付

金額等の明確な記憶は無い上、申立人の母親は、申立人が郵送されてきたと

主張する納付書を受け取った記憶があるとするものの、それが国民年金保険



  

料の納付書であったのか、申立人が納付した金額がいくらであったかなど覚

えていることは無いとしており、申立人が申立期間の保険料を納付したこと

はうかがえない。 

加えて、申立人が居住する市の被保険者名簿でも申立期間は未加入期間と

なっており、オンライン記録との齟齬
そ ご

は無い上、申立人が申立期間の保険料

を納付したことを示す関連資料（確定申告書、家計簿、日記等）は無く、ほ

かに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1277 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年４月から５年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成３年４月から５年３月まで 

私は、大学生であった申立期間について、国民年金保険料を未払いであ

ったが、平成５年ごろ、社会保険事務所（当時）の職員が自宅に未納分の

保険料の請求に来たため、母親が、同事務所に行き、10 数万円の保険料を

支払ったと聞いているので、申立期間が未加入期間とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時、大学生であり、国民年金保険料を納付していな

かったが、平成５年ごろ、申立人の実家に最寄りの社会保険事務所の職員が

未納保険料の催告に訪れたため、申立人の母親が同社会保険事務所に赴き、

申立期間の保険料を納付したと述べているところ、同年当時、申立人は、そ

の母親が居住する市とは別の市で住民登録していたことが確認できる。一方、

国民年金は、制度上、住民登録をしている市区町村で加入することとされて

おり、現年度保険料の徴収は住民登録をしている市区町村が行い、過年度扱

いとなった未納保険料の徴収は当該市区町村を管轄する社会保険事務所が行

うものであったことから、申立人の実家に訪れた最寄りの社会保険事務所職

員が、管轄外の市に居住する申立人の保険料について催告を行い、これを受

けて、その母親が保険料を納付したとする申立人の主張は不合理である。 

また、申立人の母親は、家に来たのは社会保険事務所職員ではなく、市の

職員だったかもしれないとしているが、上記のとおり、申立人は、平成５年

ごろ、その母親とは別の市に住民登録していた上、同年ごろでは、申立期間

の保険料は過年度扱いにもなるため、申立人の母親の居住する市の職員が、

申立人の申立期間の保険料の催告を行うことも考え難い。 



  

さらに、申立人及び申立人の母親共に、申立期間に係る国民年金の加入手

続を行った記憶も、年金手帳を交付された記憶も無いとしている上、ⅰ）申

立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらないこと、

ⅱ）申立人が申立期間当時居住していた市及び平成５年当時居住していた市

のいずれも、申立人に係る国民年金被保険者名簿等が作成された様子は無い

ことからも、申立人が、申立期間に国民年金に加入していたことはうかがえ

ない。 

加えて、申立人の母親は、申立期間の保険料として 10 数万円を納付した

としているが、その母親が述べる納付金額は申立期間の保険料を過年度納付

する場合に必要となる金額からは乖離
か い り

している。 

このほか、申立人の母親は、申立期間の保険料の納付時期について、平成

５年ではなかったかもしれないとするなど、納付時期についての記憶も曖昧
あいまい

である上、申立人の母親が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



  

静岡国民年金 事案 1278 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 57 年５月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年５月から 61年３月まで 

私は、昭和 55 年 11 月、市役所へ赴き国民年金の加入手続を行った。保

険料納付については、母親が毎月最寄りの公民館に赴き、そこで待機して

いた組の班長に保険料を渡し、班長は預かった保険料を金融機関で納付し

ていた。国民年金の加入から途中で資格を喪失することなく、61 年３月ま

で継続して加入しており保険料も納付していたはずである。申立期間が国

民年金に未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年 11 月の国民年金の加入から 61 年４月に国民年金第

３号被保険者となるまでの間、申立人の母親が、毎月最寄りの公民館へ赴き、

申立人の国民年金保険料を納付していたと述べているところ、申立人の居住

する市の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳（マイクロフィルム）ともに、

オンライン記録と同様に、57 年５月 29 日付けで国民年金被保険者資格を喪

失した旨の記録があり、これにより申立期間の一部である 57 年５月及び６

月分の保険料が同年７月に還付決定されていることが確認できる。このこと

から申立人は、昭和 57 年７月時点で国民年金には未加入であったことにな

り、その後、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

もうかがえないことから、同年５月に被保険者資格を喪失して以降の期間に

係る納付書が発行されることは無く、申立人の母親は、申立期間の保険料を

納付することはできなかったと考えられる。 

また、申立人は、申立期間の保険料納付に直接関与しておらず、申立人の

保険料を納付したとするその母親は既に他界しており、当時の状況は不明で

ある。 



  

さらに、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1380 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月から 49年４月まで 

（Ａ事業所） 

             ② 昭和 49年４月から同年９月まで 

（Ｂ事業所） 

             ③ 昭和 49年 10月から 51年３月まで 

（Ｃ事業所） 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険加入期間について照会を行ったとこ

ろ、申立期間について加入記録が確認できないとの回答を得た。いずれの事業

所でも働いていたことは間違いないと思うので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ事業所の事業主の証言から、申立人が当該事業所に勤

務していたことは推認できる。 

しかし、オンライン記録では、Ａ事業所は昭和 49 年３月２日に厚生年金保険

の適用事業所となっていることが確認できる。 

また、Ａ事業所（現在は、Ｄ事業所）は、「申立期間当時は会社の設立当初で

あり、厚生年金保険の適用事業所でなかった。給与から保険料を控除していなか

った。」と回答しており、オンライン記録から、当該事業所の事業主は申立期間

①のうち昭和 49 年３月２日までの期間は、厚生年金保険の被保険者となってい

ないことが確認できる。 

さらに、申立人の申立期間①における雇用保険の被保険者記録は確認ができな

い。 

なお、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票で、当該事業所の新規適



  

用年月日である昭和 49 年３月２日から同年６月１日までに厚生年金保険の被保

険者資格を取得した者の記録を確認したが、申立人の氏名は見当たらない。 

申立期間②について、オンライン記録では、Ｂ事業所があったとされる所在地

及びその隣接地域にＢ事業所という名称の厚生年金保険の適用事業所は確認がで

きず、当該事業所があったとされる所在地を管轄する法務局でも、同事業所の商

業登記の記録は確認ができない。 

また、申立人は、事業主及び同僚の氏名を覚えておらず、事業主等を特定する

ことができないことから、当時の状況についての証言を得ることができない。 

さらに、申立人の申立期間②における雇用保険の被保険者記録は確認ができな

い。 

申立期間③について、Ｃ事業所の元取締役の証言から、申立人が当該事業所に

勤務していたことは推認できる。 

しかし、上述の元取締役は、「Ｃ事業所は昭和 57 年に厚生年金保険の適用事

業所となった。申立期間当時、申立人の給与から厚生年金保険料を控除していな

いと思う。」と証言しており、オンライン記録から、Ｃ事業所が厚生年金保険の

適用事業所となったのは、申立期間③後の昭和 57 年９月２日であることが確認

できる。 

また、Ｃ事業所の事業主及び上述の元取締役は、オンライン記録から、申立期

間③中は国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、申立期間③のうち昭和 50 年４月１日以降の期間について、申立人は

別事業所における雇用保険の被保険者記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1381 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 53年 10月 31日から同年 11月１日まで 

                            （Ａ事業所） 

             ② 昭和 53年 11月１日から同年 12月１日まで 

（Ｂ事業所） 

             ③ 昭和 57年５月１日から同年６月１日まで 

（Ｃ事業所） 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。申

立期間①については、昭和 53 年 10 月 31 日までＡ事業所に正社員として在籍

しており、申立期間②については、前職とは間を空けずにＢ事業所に就職し、

申立期間③については、Ｃ事業所を途中で退職したことはないので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ事業所の事業主は、「従業員は、厚生年金保険と雇用

保険を同時に加入、喪失させている。」と回答しており、申立人の雇用保険の加

入記録及び厚生年金保険の加入記録は一致していることが確認できる。 

また、申立期間①にＡ事業所で厚生年金保険の加入記録が確認できる元同僚に

聴取したが、申立人が昭和 53 年 10 月末日まで勤務していたことを確認できる証

言を得ることはできなかった。 

さらに、Ａ事業所は、申立期間①当時の資料を保存していないと回答しており、

申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる資料を得る

ことはできなかった。 

申立期間②について、商業登記簿謄本により、申立人は、昭和 53 年 11 月 14



  

日にＣ事業所（Ｂ事業所は、厚生年金保険の適用事業所として、昭和 45 年 10 月

１日に新規に適用事業所となり、その後、53 年 12 月１日にＣ事業所に名称変更

している。以下同じ。）の役員に就任していることが確認でき、複数の元同僚は、

「申立人がいつから勤務していたかは覚えていないが、事務を担当していた。」

と証言していることから、勤務期間を特定することはできないものの当該事業所

に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ｃ事業所の元事業主は、「申立人は、入社当初から社会保険の事務を

担当していた。」と回答しており、申立人の申立期間②当時の厚生年金保険の適

用、厚生年金保険料控除についての証言を得ることはできなかった。 

なお、申立人に係るＣ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

申立人は、昭和 53 年 12 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得しており、

当該資格取得日が訂正されていることも無く、オンライン記録の資格取得日とも

一致していることから、不自然な処理は見当たらない。 

申立期間③について、申立人に係るＣ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者

原票によると、申立人は、昭和 57 年５月１日に厚生年金保険の資格を喪失し、

同年５月 11日に健康保険被保険者証を返納していることが確認できる。 

また、申立期間③当時の元夫の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、

申立人は、昭和 57 年５月８日に元夫の健康保険の被扶養者として認定され、同

年６月１日に解除されていることが確認でき、また、健康保険の被扶養者の解除

と同日に、Ｃ事業所で厚生年金保険の被保険者の資格を再度、取得していること

が確認できる。 

なお、Ｂ事業所及びＣ事業所の後継事業所であるＤ事業所に照会したが、申立

人に係る資料は無いと回答しており、申立人に係る厚生年金保険料控除の状況を

確認できる関連資料を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1382 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年 10月１日から 53年 12月１日まで 

（Ａ事業所） 

② 昭和 54年 10月１日から 56年 10月１日まで 

（Ｂ事業所） 

③ 昭和 56年 10月１日から 58年１月１日まで 

（Ｃ事業所） 

社会保険庁（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申

立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得たが、Ａ

事業所、Ｂ事業所及びＣ事業所で勤務していたことは確かであるので、それぞ

れの申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ事業所の元事業主の証言から、申立人が当該事業所に

勤務していたことは推認できる。 

しかし、オンライン記録では、Ａ事業所は、昭和 53 年 12 月１日に厚生年金保

険の適用事業所となっており、申立期間①当時は、厚生年金保険の適用事業所で

ないことが確認できる。 

また、Ａ事業所の元事業主は、「申立期間は厚生年金保険に加入していなかっ

たので、申立人の給与から厚生年金保険料は控除していない。」と証言しており、

オンライン記録から、当該事業主は、昭和 53 年 12 月１日に当該事業所で厚生年

金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間①に一緒に勤務していたとする元同僚のＡ事業所に

おける厚生年金保険被保険者資格の取得年月日は、オンライン記録から、昭和 53

年 12 月１日であることが確認でき、当該期間は、厚生年金保険の被保険者とな



  

っていないことが確認できる。 

申立期間②について、オンライン記録では、申立人が記憶する所在地にＢ事業

所という名称の厚生年金保険の適用事業所は確認ができない。 

また、商業登記簿謄本から確認できる事業主とは連絡が取れず、申立期間②当

時の厚生年金保険の適用、厚生年金保険料の控除について確認できる資料及び証

言を得ることはできなかった。 

さらに、Ｂ事業所の業種の団体であるＤ協会に照会したが、当該事業所に係る

記録を確認することはできなかった。 

加えて、申立人は、昭和 56 年３月に入院した際、Ｂ事業所からもらった健康

保険被保険者証を使ったとしているが、申立人が入院していたとするＥ病院は、

「当時の記録から、申立人はＦ市の国民健康保険被保険者証を使っていたことが

確認できる。」と回答している。 

申立期間③について、オンライン記録では、申立人が記憶する所在地にＣ事業

所という名称の厚生年金保険の適用事業所は確認ができず、当該事業所があった

とされる所在地を管轄する法務局でも、同事業所の商業登記の記録は確認ができ

ない。 

また、申立人が記憶する事業主の連絡先は不明であることから、申立期間③当

時の厚生年金保険の適用、厚生年金保険料の控除について確認できる資料及び証

言を得ることはできなかった。 

さらに、前述のＤ協会に照会したが、Ｃ事業所に係る記録を確認することはで

きなかった。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1383 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年１月５日から同年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

Ａ事業所における被保険者資格取得日は、平成８年４月１日との回答を得たが、

同年１月５日から当該事業所に勤務したと記憶していることから、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した平成７年のスケジュール帳によると、「Ａ事業所に平成８年

１月５日より出社」と記載されていることから、申立人が申立期間に当該事業所

に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ａ事業所が保管する社会保険事務所の平成８年４月５日付けの受付印

が確認できる健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届によると、申立人は、当

該事業所において同年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得しているこ

とが確認できる。 

また、Ａ事業所に照会したところ、「厚生年金保険と雇用保険の加入手続は同

時にしており、申立人に係るこれらの加入日は平成８年４月１日付けで行った。

被保険者になっていない期間については、社会保険料を控除していない。」と回

答している。なお、申立人のＡ事業所における雇用保険の被保険者記録は、厚生

年金保険の被保険者記録と一致している。 

さらに、オンライン記録から、Ａ事業所において厚生年金保険の被保険者資格

を取得していることが確認できる複数の同僚は、「自分は、Ａ事業所において被

保険者記録が確認できる前から勤務していた。」と証言しており、当該事業所で

は、必ずしも入社後直ちに厚生年金保険の被保険者資格を取得させていなかった

ことがうかがえる。 



  

加えて、上述の同僚のうちの一人は、「Ａ事業所における自分の給与明細書を

確認したところ、厚生年金保険に加入していない期間の給与から、厚生年金保険

料は控除されていない。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1384 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年８月 30日から同年９月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。昭

和 55 年８月 31 日まで、Ａ事業所に在籍していたと認識していることから、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録によると、Ａ事業所における離職日は、昭和 55

年８月 31 日であることが確認できるが、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保

険者原票における申立人の厚生年金保険の被保険者資格の喪失日は、同年同月 30

日であることが確認できる。 

また、Ａ事業所における厚生年金保険の被保険者資格の喪失日及び雇用保険の

被保険者記録における離職日が申立人と同日となっている同僚は、「最後の出勤

日である昭和 55 年８月 29 日が退職日であったと記憶している。退職の際に、８

月末日まで籍があるということは聞かなかった。」と証言している。 

さらに、Ａ事業所が加入していたＢ健康保険組合の提出した「健康保険加入・

脱退証明書」及びＢ企業年金基金（申立期間当時はＢ厚生年金基金）から提出さ

れた「厚生年金基金加入員資格喪失届」により、申立人の資格喪失日が昭和 55

年８月 30 日であることが確認でき、Ｂ企業年金基金から、「資格喪失日が昭和

55 年８月 30 日である以上、同年８月分の保険料については、事業主に対して納

入の告知を行っていない。」との証言を得た。 

加えて、昭和 55 年８月 31 日は日曜日であったところ、申立期間当時のＡ事業

所の総務部長は、「自己都合による退職の場合、日曜日など実労のない休日を退

職日とすることはなかった。」と証言している。 



  

なお、Ｃ事業所（Ａ事業所から名称変更）に照会したが、申立人に係る資料は

保管されておらず、申立人に係る厚生年金保険の適用及び保険料控除の状況につ

いて確認できる関連資料や証言を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1385 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年３月 11日から 46 年４月１日まで 

年金事務所へ厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間について

は脱退手当金を支給済みであるとの回答を得た。自分は脱退手当金を受け取っ

た記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生

年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 46 年４月 26 日に支給決定さ

れているほか、健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金を支給したこ

とを示す「脱」の印が押されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者期間の被保険者記号番号は、申立期間と

申立期間後の被保険者期間では別の番号となっており、脱退手当金を受給したた

めに番号が異なっているものと考えるのが自然である上、申立人から聴取しても

受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



  

静岡厚生年金 事案 1386 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年８月 31日から同年９月１日まで 

年金事務所に年金記録の内容を確認したところ、申立期間について厚生年金

保険の加入記録が確認できないとの回答を得た。 

申立期間については、Ａ事業所に勤務していたので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ事業所を退職する際、年金が途切れないよう月末を退職日とし

てほしいと当該事業所に伝えているので、資格喪失日は、平成元年９月１日であ

る。」と主張している。 

しかし、Ａ事業所の事務責任者は、「退職日は、特段の理由のないかぎり、月

末の１日前を退職日として、統一している。」と証言しており、当該事業所の社

会保険被保険者台帳により、申立人は、平成元年８月 31 日に厚生年金保険の被

保険者資格を喪失したことが確認できる。 

また、申立人の雇用保険の被保険者記録により、申立人のＡ事業所の離職日は、

平成元年８月 30日であることが確認できる。 

さらに、Ａ事業所の上述の事務責任者は、「事業所設立当時から人事関係につ

いては、Ｂ事務所に委託しており、人事労務管理が専門なだけに、非常にしっか

りしており、特に給与計算については、厳格に対応しているので、申立期間の厚

生年金保険料を申立人の給与より控除したとは考えられない。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1387 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 11月 10日から 45 年１月 26日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、申立期間に

ついて、厚生年金保険に加入していた事実は無い旨の回答を得た。 

Ａ事業所に継続して勤務していたことは確かであるので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の事業主（申立人の夫）の証言から、労働条件は確認できないも

のの、申立人が、申立期間についてＡ事業所に勤務していたことはうかがわれる。 

しかし、Ａ事業所が厚生年金保険の新規適用事業所となった日（昭和 42 年 11

月 10 日）に厚生年金保険の被保険者資格を取得した前述の事業主の健康保険厚

生年金保険被保険者原票の被扶養者氏名欄に申立人の氏名が記載されていること

が確認できる。 

また、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿によると、申立人に対して、

昭和 45 年１月 26 日に、Ａ事業所の厚生年金保険被保険者として被保険者記号番

号が払い出されていることが確認できる。 

さらに、Ａ事業所は、申立期間当時の書類の保存は無いと回答している上、前

述の事業主が社会保険事務を委託していたと記憶する社会保険労務士についても

調査したが、当該社会保険労務士を特定することはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

静岡厚生年金 事案 1388 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年５月１日から 33年４月１日まで 

年金事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間について

は脱退手当金が支給済みであるとの回答であった。しかし、脱退手当金を受給

した記憶は無いので、申立期間を年金額に反映される厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人が記載さ

れているページとその前後合わせて５ページに記載されている女性のうち、申立

人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 33 年４月１日の前後２年以内

に資格を喪失したことが確認できる被保険者期間を２年以上有する者３名の脱退

手当金の支給記録を調査したところ、２名について脱退手当金の支給記録が確認

でき、いずれも資格喪失日から約４か月以内に脱退手当金の支給決定がなされて

いる上、当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人について

もその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えら

れる。 

また、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪

失日から約４か月後の昭和 33 年７月 25 日に支給決定されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



  

静岡厚生年金 事案 1389 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年２月 21日から同年 12月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会したところ、

申立期間について、船員保険に加入していた事実が無い旨の回答を得た。 

船員手帳では、昭和 22 年２月 21 日から船舶所有者ＡのＢ船舶に乗船してい

たという記録が確認できるので、申立期間を船員保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した船員手帳から、申立人が申立期間においてＢ船舶に乗船して

いたことは確認できる。 

しかし、申立人は、「Ｂ船舶は漁船であり、Ｃ及びＤ漁を行っていた。」と述

べているところ、船員保険の適用範囲が一般漁船船員まで拡大されたのは、昭和

22 年 12 月１日からである上、同日付けで、船舶所有者ＡのＢ船舶が船員保険の

適用事業所となったことがオンライン記録より確認できる。 

また、Ｂ船舶の船長及び申立人が申立期間において一緒に乗船したと述べてい

る申立人の兄も、船員保険被保険者名簿によると申立人同様に、昭和 22 年 12 月

１日に船舶所有者ＡのＢ船舶において船員保険に加入していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認できる関

連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 


